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片特車軸のつ り あい試験(第1報)
The Balancing of Overhung Wheel(I)

小 堀 与 一* 奥 山 勝 明*
YoichiKobori KatsuakiOkuyama

内 容 梗 概

危険速度以上で運転される高速回転片持車軸のつりあい試験に関する実験報告である｡危険速度

約1,000rpIn,運転速度約6,900rpm,ロータ自重約40kgを有する片特車軸を対象とし,運転速度に

おいて2面同時つりあい試験を行った｡運転中のロータ外側面2箇所の振れの位相と振幅を測定し,つ

りあい量をベクトル計算から定めることによって,

と同様に試験を行い得ることを確かめた｡

l.緒 盲

従来のつりあい試験法では単純支持形車軸を対象とし

ているため,振動ベクトルを得るための測定位置として

ロータ両端面2箇所に対応して軸受付近の振動を計測す

る必要がある｡しかし突Ⅲ端にロータを有する片持車軸

の場合は軸受はロータの片側にしかないから,従来の試

鹸法は適用しにくい｡そのため片持車軸のロータのつり

あいは主としてロータを商用軸受に組立てる前に,静つ

りあいおよび既製のつりあい試験台によって従来法によ

る動つりあいを行い,運転時のつりあいはハイスポット

法によっている｡

片持単軸ほ本質上2軸受車軸に比較して振動的に問題

が多く,掛こ危険速度以上で運転される場合はしばしば

振動による事故を起しやすいから,つりあい試験は入念

に行う必要がある｡本報でほ竪形の片指事軸に関して運

転中におけるロータの2箇所の外周側面の振れを計測す

ることにより,従来の2軸受車軸に対すると同様に2面

同時つりあい試験が行い得るか否かを検討することにし

た｡

2,つりあいの方法および装置

2.1つりあいの方法

第l図に竪形片持単軸を示す｡かかる車軸のロータに

不つりあいモーメントあるいほ単純不つりあい遠心力が

作用するとき,軸はそれに応じてたわみ状態を異にし,

したがってロータの上下2面Aおよびβの但l転中の振れ

もそれに応じた振れ方をする｡この理由から竪形片持串

軸においても一般の単純支持形車軸の場合と同 に2両

同時つりあい試験を行うことができるであろう｡単純支

持形車軸の2面同時つりあい試験を行う方法ほ従来の文

献(1)(2)と同様で,普通つりあい量付加面としてロータ両

端面付近を選び,また振動べクいレ計測位置としてロー
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タの両端面に近い2箇所の軸受を選んでいる｡しかし図

のごとき片持車軸では,つりあい面ほロータの両端面付

近となし得ても軸受は片側にしかないから,べクいレ計

測位置として両軸受を選ぶわけにいかない｡そこでこれ

に代る位置としてロータの両側面A,β,を選びべクいレ

はこれら両側面の運転中における振れを測ることによつ

て形成すればよいであろう｡

弟1図においてつりあい面1およぴ1に試加量をつけ

ず,ある一定の回転速度において得られるAおよびB位

置の振動べクいレの測定値をそれぞれAおよび点とする

(･ほべクレレ量であることを示す)｡べクいレの大きさ

ほ振動の全振幅を表わし,位相はロータ上に任意に選ん

だ基準点から回転と反対方向に測った位相角とする｡】

面に試加量れαをつけたときのAおよびβにおける振動

ベクトルをそれぞれAlおよび月1とすると,これは次式

i･こよって表わされる｡
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Al=A+和めr｡

β1=β+βⅠわめrα

βⅠαおよび函は試加畳

;

め川 によって,最初のべクト

ルAおよび虐がどの程度影響を受けるかを示す係数で,

面係数といわれ一種の影響係数で,やはりベクトル量で

ある｡面係数β1αおよび函 ほ試加量を知り,振動ベ

クトルを計測すれば(1),(2)式より

J;い

.=l､

.･l星.･l
Z〝rα

/Jl/J

7〟?･〃

として求めることができる｡

次につりあい面lの試加量を最初の状態とし,面nに

試加量れゎをつけたときの面係数を求めると

､･l_､lPIα二=

β11b=

Ji･

β2-β

めγむ

つりあい試験を行うということほ面lおよび面nにそ

れぞれ適当なつりあい量れ｡および舟γβをつけて,

Aおよぴβにおける振動べクレレの大きさを0にするこ

とであるから

βⅠαlγrA十β‖αlγγβ+』=0

βⅠわlγrA+直Ⅰわlアγβ｣一月=0

が成りたたねばならない｡すなわち所要のつりあい量は

(7)より

■i･･r
【PIIわ

βTαβllわ【β】わβⅠⅠα

J:ミー･

β【αβⅠ㍑｢一βⅠわPIIα

l卜′･-
βIわ

βlαβIlわ~βⅠ叩ⅠⅠα

←β1α
βⅠα･βIlわ】βⅠわβIl(Ⅰ

A+

となるからこれらの左辺を計算することにより定めるこ

とができる｡(8)および(9)の係数(カツコ内のベクト

ル)ほ最初あった不つりあい量と振動べクいレ相互の関

係を定めるベクトルオペレー.タで,一定の機械匿ついて

は速度,据付条件,測定位置およぴつりあい面を変えな

い限り定まった値である｡このオペレータをそれぞれ

∂Ⅰα,∂Ⅰわ,∂‖α二および右1む とすると(8),(9)はそれ

ぞれ

IγγA=♂ⅠαA+∂抽β

Iγγβ=∂ⅠⅠαA+∂Ilわβ

となる｡同じ種類~の回転体を同一軸受台上でいくつかつ

りあい試験をする場合は最初の回転体についてオペレー
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第2図 試験用回転機および測定装置外観
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庄:ローダとシャフトは点線部分より攻りはずし自在な

構造となっている｡

第3図 ロータおよびつりあい試験装置系統図

タ∂∫α,∂Ⅰわ,JlIαおよびみ川を決屈しておけば以後試

加量をつけることなしにAぉよび点の測定のみ行えば

つりあい量を定め得るという優がある｡･上記各式の計算

はべクいレ計算であるから,加減は図解により,乗除は

計算尺により行うが,実行にあたってほ後記のチャート

を利用すると便利である｡
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2.2 試験装置

装置の外観を弟2図にロータおよび装置の系統を弟3

図に示す｡このロータは1槙の倒立振子形突出車軸(3)

で,同一フレームに据付けられた 動機によりベルト駆

動される｡ロータの自重ほ約40kgあり,倒立振子とし

ての第一次危険速度は約1,000rpmであり,

約6,900rpmで,つりあい試験はすべて定

格速度で行った｡

弟3図において容量形振動計VA,Ⅴβお

よび電極板A,βは振動べクいレを作る装

置で,装置の回路を弟4図にオシログラム

上の感度特性を弟5図に示す｡運転中ロー

タのA,β側2箇所の振れは振動計により,

大体正弦波に近い電流に変換され, 磁オ

シログラフにより記銀される｡この記録よ

りロータの振れの位相すなわちべクいレA

および点の位相が定まる｡べクいレの大き

さほ別に手持振動計によって極板Aおよび

βに対向するロータ外周の振幅を直接測定

することによって求める｡位相の基準点は

塩板βより分岐した極板Cおよびそれに対

向するローータ上部に設けた凸起物により,

1回転につき1回のピーク状電流を作り,

これを極板βより得られた正弦波状の振動

電流に重畳せしめることによって得られ

る｡かくして電磁オシログラフによる記録

結果ならびに手持振動計による記録結果よ

り,振動べクいレムぉよびβを定めること

ができる｡つりあい試験を行うに際し,ベ

クトル位相の決定にそのつど振動をオシロ

グラフを用いて撮影する手数が煩雑である

という場合ほ弟3図下方に示したブラウン

管オシロスコープに現われる振 波形を観

察すればよい｡ただしべクいレの大きさの

決定ほこの場合も前記同様手持振動計によ

らねばならない｡

定格速度は
第5図 容量形振動計感度特性

第1表 テストNo.1のつりあい量計算(D形)

D形片棒車軸 月 日 測 定 者

j3,β3はつりあい武換後のべクレレ

ベクトルの位相角は反時計方向に測る｡位相測定ほ電磁オシpによる｡
筋1臥第2回の試加量はいずれも10gである｡

JJ ･‥

備考:

α
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=Al-A

=A甘rA
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備考:1ラン=つりあい前,

3ラン=試加墓相rゐ付加,

(A)ロータ上部側面振れ,

いずれも電磁オシログラム｡

日 立 評

2ラン=試加量れ加付加

4ラン=つりあい後

(β)p一夕下部側面儀れ,

第6図 テストNo.1におけるロータ振れの位相変化

前記

3.つりあい試験の結果

験装置により,振動べクいレA,ÅAl,軋A2,

および月2が求められ,また試加畳め川∴およびめ畑は
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β 側

β つりあい前β毀伊閻

み つりあい積β脚郡〝

ベクいレA,Al,Aセ,A3,β,β1,月℡,月3の位相はそれ

ぞれ第6図1ラン,2ラン,3ラン,4ランの(A),(β)の

位相に対応するものである｡

第8図 テストNo.1におけるつりあい前後の

ベクトルの変化

既知とすることができるから(1)･～(9)式によってつ

りあい量を定めることができる｡弟1表ほ第1回目の試

験におけるつりあい量の計算の経過を示す｡表の(a)

欄においてγA=11.3cmおよびγ月=13.Ocmはそれぞれ

つりあい面ⅠおよびⅡにおけるつりあい満(バランスポ

ケットの回転軸心からの距離(半径)であり,∂=0度とい

うのは哀加畳または振れの位相に対し基準点となるロー

タ上の位相を0度と約束したという意味であ

る｡(b)のべクいレ欄の′′量′′というのはべ

よ準マークからルまでの

角疇

砂1瞬闇ほあけさ為鵡マーク

∈雪闇に国定Lて慮ったロー一
喝転偽

備考:回転速度6,600rpmにおけるロータの振れ｡④,㊥′はロータ

とP.U.が最も接近した瞬間④,④′はロータとP.U.が最

も離れた瞬間である｡最も離れた瞬間における基準マークと

P.U.間の角度をもってロータの回転の位相としてある｡

第7図 ロータの振れとオシログラムとの関係
(テストNo.1)

クトルの大きさの絶対値を表わすもので,振

動の振幅に比例した数値であれは単位は何で

あってもよい｡この場合は直接ロータ側面で

測定した振れの全損幅が記してある｡Aぉよ

びβほロータに 加量をつけず回転した場合

の測定値でその大きさほそれぞれ0.446mm

および0.226mmである｡位相すなわち基準

点からローータ側面上回転と逆方向に測った振

れの極値(極板からロータが最も離れた瞬間)

の角度はA位置では62虔,月位置では95度

であったことを示す(葬る図左上および弟7

図参照)｡弟l表で振幅の値がミクロンの値

まで記してあるが,測定できるのは0.01mm

までで,ミクロ∵/の位ほ数回測定の平均値で

ある｡次に表でべクいレAlおよぴβ1ほ試加

量10gをl面につけた場合のべクいレを意味

し,例γ=10×11.3=113g･Cmであり,大き

さと位相はAlおよびβ1に対しそれぞれ

0.434mm,60度およぴ0.224mm,60度であつ

たことを示す｡同様にして2回目の試加量10

gをβ側につけた場合のべクいレd2およぴ

β2はそれぞれ 0.61mm31.4度および0.21



片 持 単 軸 の つ り あ い 鹸(第1報) 603

第2表 テストNo.2のつりあい量計算

被測定体 D 型 ロ ー タ 月 日 測 定 者

-､･-

つりあい面
)

(l)

皇l庶

311127

､･､ト

α11′J

8･Ol-167
0.59j 143

r

度の位置につければよいことになる｡こ

のつりあい 量 をつけて 転した場合の撮れ

∂Ⅰわ虐
J･一‥Ji

lγrむ=JIIαA-げⅠⅠむβ

Ⅵ′月=断わ/γわ

虐1

ー40

270

-125

-125

15 40.5

備考: Al,β1,ほつりあい後の測定値,べクいレの角度は反時計方向に測った値を

正とする｡位相測定は電磁オシPによる｡

ベタいレオペレーク丘1α……∂ⅠⅠわは節1表(C)のそれと同一で既知とする｡

つりあい薪

β 側

βこ♂D

β:つりあい前βJ/仰爪

あごつりあい後βげ即

つりあい桟

月二 つりあい前日枕肌郡

A:つりあい才畏β〝研椚

第9図 テストNo.2における振れのベクトルの変化

114･8度であることを示す｡以上3匝lの試験運転の結果よ

り6個のべクいレ4……β2が得られたから,これを基

して(C)欄において所要のつりあい量Ⅳ｡および前月

が計算される｡すなわちつりあい量としてA側には23.5g

を-70度の位置につければよく,β側にほ12.8gを-104

であるベクトルA3およびβ3が(b)欄の最

後に記してある｡(b)欄よりつりあい前の

振幅はA側で0.446¶nrnがつりあい後0.186

nmとなり,β側では0.226mmが0.065

m皿となり,計算から期待されるように

0にはならないが,振幅はちりあい前の30

～40%となり,つりあい試験の効果があつ

たことがわかる.｡つらぁいベク1､ルの計算
ほすべて作図によって求める｡つりあい前

後におけるべクいレの変化状況を弟8図に

示す｡

以上ほロータに対するべクいレオベレー

タ∂Ⅰα,……∂ⅠⅠわが未知の場合行った試験で

あるが,シャフト以外のロータ部分(ボウ

ル)をシャフトからはずし,同一軸受台で

ボウルのつりあい試験ができる場合は最初

の試験でベクトルオペレータ ∂Ⅰα……∂ⅠⅠわ

があらかじめわかつているから,つりあい

試験は前回より簡 になる｡弟2表は弟1

表の場合と同一の軸受およびシャフトに別槌の不つりあ

いボウルを据付けて 験を行った結果である｡つりあい

前の振幅A側0.596mI¶,β側0.31mmはつりあい後A,

β側とも0.15m皿となり,試験前に比改しA側では約25

%に,β側では約50%に減少している｡この場合の振れ

のべクいレの変化を弟9図に示す｡

前記テストNo.1およびNo.2でほ位相測定に電磁オシ

ログラフを用いたが,ブラウン管オシログラフを用いて

もつりあい 験を行うことができる｡この方がオシログ

ラムをそのつど投影現像する手間がほぶけ簡便である｡

弟3表(a)欄ほ前者の方法による結果で,(b)欄ほ後者

の方法による結果である｡いずれの方法によっても試験

後振れの振幅は試験前の半分またはそれ以下に減少して

いるが,各 験後の位相があまりよく一致しないのほべ

クいレオベレータが試験運転ごとに若干変動するためと

思われる｡これに関してほ次節に述べる｡

4.結果の検

4.1ベクトルオペレーク

本つりあい試験において,べクいレオベレータは試験

条件が同一である限り,試換の回数あるいほ 験時間に

無関係に一定であると仮定している｡しかし実際は試験

ごとに軸受の温度上昇などのため支持条件が異なってく

ること,また本試験ではロータ表面は完全に真円であり

振れの位相ならびに大小は完全に不つりあい量の位相な

らびに大小を表わしていると仮定しているが, 際はか
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第4蓑 へ ク ト ル オ レ ー

ク

第5表 不つ り あい量の振れに及ぼす影響

かるロータはいかに精密に加工しても製作し得ず,した

がってかかる仮定ほなりたたないこと,さらに 扱ごと

にロータの回転速度を同一にすることは困難で,速度が

変ればオペレータほ変ること,これらの理由のため振れ

のベクトル位相ならびに量の測定… 呆ほ真のつりあい試

鹸の対象となるベクトルを完全に現わしていないことに

なる｡かかる結果ほべクいレオベレータの不確実性とな

って現われるから,この量を基にしてつりあい量を計算

しても,これが真のつりあい量になり得ない｡試験結果

によるとつりあい後の振れはつりあい前の 分程度には

なるが,これより小さくすることほ困難である｡これは

実際上ベクいレオペレークがもともと完全に安定した量

でないからである｡弟4表は最初のつりあい条件を変え

て試験運転を行って求めたベクトルオペレータで,軸受

条件,ロータ側面の真円度および回転速度などが一定な

ら初期のつりあい条件に無関係に各試験をとおし等しい

べクいレオペレークが得られるはずである｡しかるに実

際のオペレータは試験ごとにかなり値が相違しているこ

とがわかる｡

4.2 不つりあい量と口1夕の振れ

第3図に示すようにつりあい面Iと重心Gとの距離は

つりあい両月とGとの距離に比較して小さい｡前者を1

とすると後者は2の割合になっている｡これに対してつ

りあい満の半径ほ=面で11.3cmⅡ面で13cmである｡

したがって同一質量の不つりあい量をl面またはⅢ面に

取り付けた場合,l面の不つりあい量は重心に対し不つ

りあい遠心力として作用しやすく,運転中ロータの振れ

に及ぼす影響ほ比較的小さい｡しかるに1面の不つりあ

い量ほ重心に対し不つりあいモーメソトとして作用し

やすく, 転中ロ-タの振れに及ぼす影響ほ前者より

大である｡実際つりあい試験を終ったロータに同じ質量

の不つりあい量(この量ほ本法のつりあい試験後A,月

両面の位相差を減らす目的で 鹸的に付加した調整量で

あり後に説明する)をⅠ面あるいほぃ面につけて振れを

測定した結果ほ弟5表のごとくで,やぼりⅥ面の不つり

あいがⅠ面のそれよりロータの振れに大きく作用してい

ることがわかる｡すなわちテストNo.3のβ側つりあい

後の振幅0.155m皿ほテストNo.3′では0.182皿mに増
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し,テストNo.4のβ側つりあい後の振幅0.114皿mほ

テスト No.4/では0.12mmとなりあまり変らない｡こ

れに対しA側振幅はNo.3′,No.4′ともNo.3,No4のつ

りあい後状態の振幅より同等に若干減り,かつシャフト

振幅も減っている｡かように正規のつりあい試験を完了

したのち,さらにA,β両面の位相差を減ずるよう調

整量を付加することにより,ある程度つりあい状態がさ

らに改善されるという事実ほ本つりあい試験において求

めたベクトルとオペレータの不確実性によるもので,こ

れはロータの構造,測定精度の限界から生ずるものでや

むを得ない｡舟A,炒月より10gを除いたのほA側,β

側の振れの位相差を滅ずることにより,さらにつりあい

状態を改善する目的のためで,位相差を滅ずることによ

り,A側では各テストとも振幅ほ減じた｡表のごとくテ

スト No.3では位相差1710-76.50=94.50がNo.3/で

ほ1350-1100=250 となり,テスト No.4では360-00

=360がNo.4′では 54J-360=180 となっている｡位

相差を滅ずることにより,シヤフlの振幅が減っている

ことから,シャフトの振れはロータ上下面の位相差が少

ない方が少なくなることがわかる｡

5.結

危険

言

度以上で運転される高速竪形片拍車軸につい

(第30真より続く)

て,2軸受車軸に適用される2面同時つりあい試験を行

った｡運転速度においてロータ外表面2箇所の撮れの大

きさと位相を3回測定し,べクいレ計算から不つりあい

量を定めた｡つりあい試験後ロータの振れは試験前の半

分以下となり,片持車軸についても2面同時つりあい試

験を行いうることを確かめた｡

試験後のロータの振れを十分小さくなし得なかったが

これは計算上一定なるべきべクいレオベレータが,実際

ほ単軸の構造的関係で ごとにある程度変動する

ためと思われる｡これに関しては次回究明する予定であ

る｡

本研究にあたり,日立製作所日立研究所今尾主任研究

員の御指導ならびに日立製作所多賀工場商品部関係者各

位の御協力を賜ったことを厚く御礼申し上げる｡
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新 案 の 紹 介

巻

この渦巻ポンプは,流体を軸方向から吸いこみ斜め外

方に吐出するブレードレスインベラ2を使用し,渦巻ケ

ーシソグ1のメリジアン方向の最短部の長さ Llがイソ

ベラ2のメリジアン方向の長さRにほぼ等しくなるよう

に構成したものである｡

ポンプの吸込口3から生魚を含んだ水がインベラ2内

に吸いこまれると,単→の通路4を通過する間に水圧が

上昇して渦巻ケーシング1内に水ほ流れこむが,渦巻ケ

ーシングのメリジアン方向の長さ Llが長くなっている

から,生魚は折り曲げられず吐出口5から水とともに送

り出される｡

この渦巻ポンプによれは,大きな生魚でも折り曲げら

れず,またいたまずに,海中から面接に船中に吸引され,

あるいはキャッチャボートから母船に移送したり,運搬

船から陸上へ水揚げしたりすることができる｡

この渦巻ポンプは現在実用し好成績をあげている｡
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